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自動車リサイクル法の指定法人の指定について

１．指定法人の業務

　自動車リサイクル法（以下「法」という。）においては、経済産業大

臣（以下「主務大臣」という。）の指定を受けた法人（指定法人）が使

再資源化等に関する以下の３種類の公益的・中立的な業務を行うこと

①資金管理業務

　再資源化預託金（リサイクル料金）等の収受、管理等を行う業務

②再資源化等業務

　再資源化実施義務等を果たすべき自動車製造業者等が存在しない場

動車の不法投棄等に対応する業務

③情報管理業務

　使用済自動車等の引取り・引渡しの状況を関係事業者から原則電子

受け、これらの情報を電子マニフェスト・システムとして管理する業

２．指定の要件

　法第 92 条、第 105 条及び第 114 条においては、主務大臣は、以下

てを満たす者を、全国を通じてそれぞれ１個に限り、資金管理業務、

務又は情報管理業務を行う指定法人として指定することができる旨定

①民法第 34条の規定により設立された法人その他営利を目的としない

②指定法人業務を適正かつ確実に行うことができると認められる者

③指定法人の指定を受けるべく申請を行った者

３．指定の申請及び審査の状況

　平成 15年 4月 4日付けで財団法人自動車リサイクル促進センター（

ら主務大臣に対し、資金管理業務、再資源化等業務及び情報管理業務

人としてのそれぞれの指定を受けたい旨の申請があった。これらの申

を行ったところ、３つの指定法人業務のそれぞれについて、下記の理

は以上の３つの要件をすべて満たしているものと判断した。このため

金管理業務、再資源化等業務及び情報管理業務を行う指定法人として

としたい。

記

①同財団は、民法第 34条の規定により設立された法人であること

　同財団は、資源の有効な利用の向上及び環境の保全に資するため、
参考資料
臣及び環境大

用済自動車の

となっている。

合や使用済自

情報で報告を

務

の要件のすべ

再資源化等業

められている。

法人

概要別添）か

を行う指定法

請に対し審査

由から同財団

、同財団を資

指定すること

使用済自動車



5

のリサイクル及び適正処理の促進に関する事業を行うことにより、自動車ユーザー

の便益の確保及び国民経済の健全な発展を図り、もって国民生活の維持、向上に貢

献することを目的として、平成 12年 11月 22日付けで通商産業大臣（当時）及び運

輸大臣（当時）の許可を得て、自動車関係業界が中心となって民法第 34 条の規定に

より設立された法人である。同財団の寄付行為に定められた目的は、法の目的であ

る使用済自動車に係る廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保等とも合致

するものである。

②同財団は、指定法人業務を適正かつ確実に行うことができると認められること

　主務大臣は、同財団について、以下の観点から指定法人業務のそれぞれを適正か

つ確実に行うことができると認められるものと判断した。

(ｲ)指定法人業務の遂行能力について

a  関連業務の実績

　同財団は、平成 9 年 5 月に策定された「使用済み自動車リサイクル・イニシァ

ティブ」において、使用済自動車の適正処理及びリサイクルを促進するため、情報

収集・提供体制の整備、関係者の意思疎通及び協力の促進等を目的に関係者が情報

を共有できる体制として自動車リサイクル情報センターを関係者で整備する旨が盛

り込まれたことを受け、その後関係者において協議が行われ、設立に至ったもので

ある。

　同財団は、設立以来、使用済自動車のリサイクルに関する様々な活動に取り組ん

できている。平成 12年 11 月から関係業界の協力を得て、平成 9 年 4 月に策定され

た「特定フロン回収促進プログラム」に基づく自動車関係業界の自主的取り組みに

おけるフロン類の回収・破壊システムを運用するとともに、平成 14 年 10 月からは

特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保に関する法律（以下「フロン

回収・破壊法」という。）に基づき、自動車製造業者等からの委託を受けて同法に定

める第二種特定製品（カー・エアコン）に含まれるフロン類の引取・破壊システム

の運営を行ってきた。また、使用済自動車に関し、廃棄物の処理及び清掃に関する

法律に基づく産業廃棄物管理票（マニフェスト）の普及促進を図り、関係業界の協

力を得て関係事業者に対し産業廃棄物管理票に関する必要な情報提供を行ってきた。

これに加え関係業界・自動車ユーザーへの必要な情報提供、内外の関係機関との交

流・協力などにも取り組んできた。

　同財団は、このように使用済自動車のリサイクルに関する活動において既に多く

の実績を挙げるとともに、使用済自動車のリサイクルに関して十分な知見を蓄積し

てきている。

　特にフロン回収・破壊法に基づくフロン類の引取・破壊システムの運営に当たっ
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ては、自動車フロン券を発行し使用済自動車の所有者から一定の料金の払込みを受

け、フロン類の回収及び破壊に伴い必要となる支払いが発生するまでの間、この資

金を適正に管理し、関係事業者に必要な払渡しを行うなど、資金管理業務と類似し

た業務の経験を有している。また、同引取・破壊システムの運営に当たっては、小

規模輸入業者を含む製造業者等からの一元的な委託を受けて行っており、法第 106

条第 1 号に規定する小規模輸入業者等の委託を受けて行う再資源化等業務と類似し

た業務の経験を有している。さらに、同法に基づき自治体に登録を行っている第二

種フロン類回収業者に対し所定のフロン類回収料金を支払うため、第二種フロン類

回収業者に同財団の情報システムへの個別の登録を求めて、本システムの運用を

行っており、このような多くの関係事業者の登録を受けた情報システムの運営とい

う、情報管理業務と類似した業務の経験を有している。このように、フロン回収・

破壊法に基づく業務の経験を指定法人業務に活かすことが可能と見込まれる。

　加えて、平成 12 年度及び 13 年度においては、経済産業省からの委託を受け、使

用済自動車のリサイクル及び適正処理の状況を一元的にモニタリングし、関係事業

者に必要な情報提供を行う情報システムの在り方・詳細について調査研究を行って

おり、本調査研究の経験を、情報管理業務の準備・運営に活かすことが可能と見込

まれる。

b.業務の遂行体制

　同財団は、今回の指定法人の指定の申請に併せ、いくつかの体制整備を進めてい

る。本年 1 月には、財団内にリサイクル法対応準備室を設置し、指定法人の指定の

申請及び指定法人業務に向けた準備を開始し、指定法人業務の実施に関する基本的

な計画を策定した。さらに、指定法人の指定を受けた場合、資金管理業務、再資源

化等業務及び情報管理業務を担当する組織をそれぞれ設立することを理事会で決定

済みであり、関係団体等から指定法人業務に関連する知見を有する者の採用を進め、

最終的には合計で 50 余名の人員が指定法人業務に直接従事することを予定し、必要

に応じてさらに増員することとしている。また、指定法人の指定申請に際し、本年

３月に専務理事職を新たに設け、財団全体の監督体制の強化を図ったところである。

　また、同財団は本年 4 月 4 日付けで経済産業大臣及び国土交通大臣に対し、指定

法人の指定を受けた場合、指定法人業務を適正かつ確実に行うために必要となる寄

付行為の変更についても併せて認可申請を行っているところであり、その際同財団

の所管大臣に法の主務大臣である環境大臣を追加することを申請しているところで

ある。

　このような同財団の使用済自動車リサイクルに関する取組の実績及び今後の取組

に向けた準備状況を勘案した結果、主務大臣は指定法人業務の実施に関して必要か

つ十分な業務遂行能力を有するものと判断した。
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(ﾛ)経理・財務面の健全性・透明性

　同財団は、基本財産１億円をもって設立され、平成 15 年度においては約 97 百万

円の年間会費収入を得ているなど、十分な資金的能力を有している。

　資産の管理も適切であるとともに、不適切な支出も見られないなど経理面で適切

な管理が行われるとともに、決算報告に関しても新日本監査法人の外部監査を受け、

適正かつ正確な記載が行われていることが確認されている。また、事業計画書、事

業報告書及び財務諸表等についてはホームページで公開している。

　このような同財団の経理・財務面を審査したところ、主務大臣は指定法人業務の

実施に関して必要かつ十分な経理・財務面の健全性を有するものと判断した。

(ﾊ)使用済自動車リサイクルに関係する業界の支援・協力

　同財団は、社団法人日本自動車工業会、社団法人日本自動車部品工業会、社団法

人日本自動車販売協会連合会、社団法人全国軽自動車協会連合会、日本自動車輸入

組合、社団法人日本中古自動車販売協会連合会、社団法人日本自動車整備振興会連

合会、社団法人日本鉄リサイクル工業会及び財団法人日本自動車研究所という使用

済自動車のリサイクルに関係する多くの団体から基本財産への出えんを受けて設立

されたものであり、設立後もこれら関係団体は同財団の賛助会員として資金面も含

めた支援活動を行ってきている。これら関係団体からは、指定法人の指定後も引き

続き必要な支援・協力が行われることが想定されている。さらに、同財団は、前述

の使用済自動車のリサイクルに関する様々な活動を通じて、使用済自動車のリサイ

クルに関して関係者から一定の信頼を得ているものと判断することができる。

　なお、情報管理業務その他の業務の遂行に必要な電子システムの開発が、同財団

の関与のもと関係団体により進められており、当該システムについては、完成後に

当財団に移管されることとなっている。

　指定法人の業務の円滑な実施に当たっては、使用済自動車リサイクルに関係する

業界の協力が不可欠であるところ、主務大臣は必要かつ十分な関係業界の支援・協

力が得られるものと判断した。

③指定法人の指定を受けるべく申請を行った者であること

　同財団が 4 月 4 日付けで主務大臣に対し指定法人の指定の申請を行うに際し、3

月 24 日に第９回理事会を開催し、指定の申請を行うことにつき出席理事全員から異

議なく承認されていることが同理事会の議事録において確認されている。

　なお、これまでのところ主務大臣に対し指定法人の指定の申請を行った者は、同

財団のみである。

以上


